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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第126期
第２四半期
連結累計期間

第127期
第２四半期
連結累計期間

第126期

会計期間
自　2021年４月１日
至　2021年９月30日

自　2022年４月１日
至　2022年９月30日

自　2021年４月１日
至　2022年３月31日

売上高 （百万円） 94,741 102,285 199,194

経常利益 （百万円） 5,106 4,361 9,882

親会社株主に帰属する四半期
（当期）純利益

（百万円） 3,171 3,714 9,353

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,671 3,086 11,332

純資産額 （百万円） 51,272 60,694 58,932

総資産額 （百万円） 140,292 154,529 147,356

１株当たり四半期（当期）純利
益金額

（円） 106.30 124.37 313.44

潜在株式調整後１株当たり四半
期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.1 38.8 39.5

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（百万円） 295 △963 428

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（百万円） △2,256 △2,550 △1,519

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（百万円） 1,237 3,819 64

現金及び現金同等物の四半期末
（期末）残高

（百万円） 3,493 3,955 3,279

 

回次
第126期
第２四半期
連結会計期間

第127期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　2021年７月１日
至　2021年９月30日

自　2022年７月１日
至　2022年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 48.67 69.43

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。
２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容に重要な変更は
ありません。
　なお、連結子会社の青森昭和電線㈱（通信・産業用デバイス事業に区分）は、2021年12月31日付で
解散し、現在清算手続き中であります。
　また、2022年７月１日付で当社および古河電気工業㈱の建設・電販市場向け汎用電線の共同販売会
社であるSFCC㈱（エネルギー・インフラ事業に区分）の販売事業に両社グループの製造事業を統合し
たことにより、同日付でSFCC㈱は製造事業を開始しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態および経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間における当社グループの財政状態、経営成績の概要は次のとおりであ

ります。

①財政状態の状況

     当第２四半期連結会計期間末における総資産は1,545億29百万円(前連結会計年度末総資産1,473億

56百万円)で、主に投資有価証券ならびに棚卸資産が増加したため、前連結会計年度末より71億72百

万円増加しております。

　　　当第２四半期連結会計期間末における負債合計は938億34百万円(前連結会計年度末負債合計884億

24百万円)で、主に借入金が増加したため、前連結会計年度末より54億10百万円増加しております。

　　　当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は606億94百万円（前連結会計年度末純資産589

億32百万円）で、主に利益剰余金および為替換算調整勘定が増加したため、前連結会計年度末より

17億62百万円増加しております。その結果、DEレシオは当第２四半期連結会計期間末で76％となり

ました。

 

②経営成績の状況

　　　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、ワクチン接種の進展を背景に社会経済活動の

正常化が進み持ち直しの動きが見られましたが、ロシア・ウクライナ情勢等の地政学的リスクによ

る影響もあり、原材料・エネルギー価格の高騰やグローバルサプライチェーンの混乱が続く中、さ

らに大幅な円安が進む等、依然として予断を許さない状況で推移しました。

　　　電線業界におきましては、原材料等の価格高騰に対する販売価格の見直しが進む中、建設・電販

向け電線では工事再開等により需要が回復してまいりましたが、自動車向け電線では引き続き自動

車減産の影響が続く等、全体の需要としては前年同四半期並みで推移しました。

　　　このような環境下、当社グループの第２四半期連結累計期間の業績は、前年同四半期に対して全

体の出荷銅量は減少した一方で銅価が上昇したこともあり、売上高1,022億85百万円（前年同四半期

対比8.0％増）、営業利益43億10百万円（前年同四半期対比14.0％減）、経常利益43億61百万円（前

年同四半期対比14.6％減）となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は、退職給付信託契約の解

約に伴う特別利益の計上により37億14百万円（前年同四半期対比17.1％増）となりました。

 

　　　セグメント別の業績は次のとおりであります。

 

　 (エネルギー・インフラ事業)

　　国内の建設関連向けは、原材料等の価格高騰が続く中で、販売価格見直しや合弁販売会社への製

造事業統合を行う等、収益性を重視した施策を進めました。電力インフラ向けは、主力となる電力

機器の製造能力増強を図りながら、引き続き安定した需要を取り込むことができました。これらの

結果、当事業における売上高は538億60百万円（前年同四半期対比9.2％増）、営業利益は32億41百

万円（前年同四半期対比6.8％増）となりました。

　 (電装・コンポーネンツ事業)

　　重電や産業機器向けの汎用巻線の需要は堅調に推移しましたが、自動車向け高機能製品の需要

は、前年度第２四半期後半より続いている自動車減産の影響を受けて低調に推移しました。これら

の結果、当事業における売上高は298億79百万円（前年同四半期対比1.2％増）、営業利益は10億54

百万円（前年同四半期対比23.6％減）となりました。
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　 (通信・産業用デバイス事業)

　　国内の通信ケーブルは、国内生産拠点再編の一部立ち上げ遅れが生じたことや、原材料等の価格

高騰に対し販売価格の見直しが遅れたこと等から低調に推移しました。また、産業用デバイス関連

でも、サプライチェーンの混乱は徐々に収束しつつあるものの、中国、ベトナムでの操業への影響

は一部続いたこと等から、当事業における売上高は163億80百万円（前年同四半期対比17.5％増）、

営業利益は４億63百万円（前年同四半期対比47.6％減）となりました。

　 (その他)

　　売上高は21億65百万円（前年同四半期対比11.7％増）、営業損失は54百万円（前年同四半期は１

億１百万円の営業利益）となりました。

　　　(注) 上記セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高または振替高を含めておりません。

 

(2) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下、「資金」とい

う。）は、39億55百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億76百万円増加しております。各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の減少は、９億63百万円（前第２四半期連結累計期間は２億95百万円の資金

の増加）となりました。

これは、主に棚卸資産が増加したこと等により運転資金が増加したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、25億50百万円（前第２四半期連結累計期間は22億56百万円の資金

の減少）となりました。

これは、有形固定資産の取得による支出25億28百万円があったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の増加は、38億19百万円（前第２四半期連結累計期間は12億37百万円の資金

の増加）となりました。

これは、主に借入金の増加によるものであります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

　　当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営方針・経営戦略等に重要な変更はあり

ません。

 

(4) 優先的に対処すべき事業上および財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの優先的に対処すべき事業上および財務上の課

題は、次のとおりであります。

外部から昭和電線ケーブルシステム㈱が製造および販売する製品の品質管理に関する指摘を受け、

2021年10月29日付で公表いたしました当社グループ製品の品質試験の不整合に関する調査結果の報

告以降、このような事態を二度と起こさないために、改ざん等を防止する試験結果の自動測定システ

ムの早期導入ならびにコンプライアンス意識を確立する体系的な教育制度の整備および実施等の再

発防止策の実施を進めております。

　なお、今回の調査対象製品以外の製品についても、当社グループは、品質に対する信頼性をより高め

るために引き続き調査を行っております。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、６億43百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】
 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②　【発行済株式】
 

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(2022年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2022年11月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,826,861 30,826,861
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数　100株

計 30,826,861 30,826,861 － －

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①　【ストックオプション制度の内容】

　　 該当事項はありません。

 

②　【その他の新株予約権等の状況】

　　 該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

　2022年７月１日～
2022年９月30日

－ 30,826 － 24,221 － －
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(5) 【大株主の状況】

  2022年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀
行㈱（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 6,354 21.26

㈱日本カストディ銀行（信託
口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 4,342 14.53

NIHK WMD CLIENT OMNIBUS 10
PER TAX
(常任代理人　野村證券㈱)

30/F, 2 INTERNATIONAL FINANCE CENTRE 8
FINANCE STREET, CENTRAL HONG KONG
(東京都中央区日本橋一丁目13番１号)

1,500 5.01

BNP PARIBAS SECURITIES
SERVICES
LUXEMBOURG/JASDEC/FIM/LUXEM
BOURG FUNDS/UCITS ASSETS
(常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

33 RUE DE GASPERICH, L-5826 HOWALD-
HESPERANGE, LUXEMBOURG
 
 
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)
 

1,240 4.14

ENEOSホールディングス㈱ 東京都千代田区大手町一丁目１番２号 979 3.27

富国生命保険（相） 東京都千代田区内幸町二丁目２番２号 772 2.58

THE BANK OF NEW YORK MELLON
140044
(常任代理人　㈱みずほ銀行)

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10286, U.S.A.
(東京都港区港南二丁目15番１号)

563 1.88

INTERNATIONAL CORE EQUITY
PORTFOLIO DFA INVESTMENT
DIMENSIONS GROUP INC
(常任代理人　シティバンク、
エヌ・エイ東京支店)

6300 BEE CAVE ROAD, BUILDING ONE AUSTIN
TX 78746 US
 
(東京都新宿区新宿六丁目27番30号)
 

372 1.24

GOLDMAN SACHS INTERNATIONAL
 
(常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券㈱)

PLUMTREE COURT, 25 SHOE LANE, LONDON
EC4A 4AU, U.K.
(東京都港区六本木六丁目10番１号)
 

349 1.16

BNYMSANV RE BNYMSANVGC RE
GCM CLIENT ACCOUNTS (E)
SIXI
(常任代理人　㈱三菱UFJ銀行)

51 RUE DE LILLE 75007 PARIS FRANCE
 
 
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

335 1.12

計 － 16,809 56.25

(注) １　上記のほかに、自己株式が945千株あります。

２　上記所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

　日本マスタートラスト信託銀行㈱(信託口)　　　　　　　　　　　　　　      　6,354千株

　㈱日本カストディ銀行(信託口)　　　　　　　　　　　　　 　　     　       4,342千株

３　前事業年度主要株主であった富通集団（香港）有限公司は、2022年７月22日に同社が保有する当社株式の一

部を売却したことにより、当第２四半期会計期間末現在では主要株主ではなくなりました。なお、当社は

2022年８月５日付で臨時報告書（主要株主の異動）を提出しております。また、同社の当社株式所有に係る

株主名簿上の名義は、NIHK WMD CLIENT OMNIBUS 10 PER TAXとなっております。

４　三井住友信託銀行㈱が提出した2020年９月４日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、同

社ならびにその共同保有者である三井住友トラスト・アセットマネジメント㈱および日興アセットマネジメ

ント㈱が2020年８月31日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として

2022年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりませ

ん。

なお、その大量保有報告書の内容は次のとおりであります。
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氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

三井住友信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 株式　 180,400 0.59

三井住友トラスト・

アセットマネジメン

ト㈱

東京都港区芝公園一丁目１番１号 株式 1,155,600 3.75

日興アセットマネジ

メント㈱
東京都港区赤坂九丁目７番１号 株式　 370,900 1.20

５　三井住友DSアセットマネジメント㈱が提出した2021年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告

書（変更報告書）において、同社が2021年４月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているも

のの、当社として2022年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

三井住友DSアセット

マネジメント㈱

東京都港区虎ノ門一丁目17番１号

虎ノ門ヒルズビジネスタワー26階
株式 2,360,600 7.66

６　㈱三菱UFJフィナンシャル・グループが提出した2022年３月７日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告

書（変更報告書）において、三菱UFJ信託銀行㈱およびその共同保有者である三菱UFJ国際投信㈱が2022年２

月28日現在でそれぞれ以下の株式を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年９月30日現

在における実質所有株式数の確認ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

三菱UFJ信託銀行㈱ 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 株式 1,262,600 4.10

三菱UFJ国際投信㈱ 東京都千代田区有楽町一丁目12番１号 株式   632,400 2.05

７　JPモルガン証券㈱が提出した2022年10月５日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）

において、JPモルガン・アセット・マネジメント㈱ならびにその共同保有者であるジェー・ピー・モルガ

ン・セキュリティーズ・ピーエルシー (J.P. Morgan Securities plc)およびジェー・ピー・モルガン・セ

キュリティーズ・エルエルシー（J.P. Morgan Securities LLC)が2022年９月30日現在でそれぞれ以下の株式

を所有している旨が記載されているものの、当社として2022年９月30日現在における実質所有株式数の確認

ができないので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数
（株）

株券等保有割合
（％）

JPモルガン・アセッ

ト・マネジメント㈱

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号

東京ビルディング
株式 2,289,400 7.43

ジェー・ピー・モル

ガン・セキュリ

ティーズ・ピーエル

シー (J.P. Morgan

Securities plc)

英国、ロンドン E14 ５JP 　カナ

リー・ウォーフ、バンク・ストリート

25

株式   241,483 0.78

ジェー・ピー・モル

ガン・セキュリ

ティーズ・エルエル

シー(J.P. Morgan

Securities LLC)

アメリカ合衆国　ニューヨーク州　

10179　ニューヨーク市　マディソ

ン・アベニュー383番地

株式    70,300 0.23
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(6) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

    2022年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式

（自己株式等)
 － － －

議決権制限株式

（その他）
 － － －

完全議決権株式

（自己株式等)

（自己保有株式）
－ 単元株式数100株

普通株式 945,400

完全議決権株式

（その他)
普通株式 29,842,200 298,422 同上

単元未満株式 普通株式 39,261 － 一単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  30,826,861 － －

総株主の議決権  － 298,422 －

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が100株(議決権１個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式93株が含まれております。

 

②　【自己株式等】

    2022年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
昭和電線ホールディングス
㈱

川崎市川崎区日進町１番
14号

945,400 － 945,400 3.0

計 － 945,400 － 945,400 3.0
 
 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当第２四半期累計期間における役員の異動は、次のと

おりであります。

　役職の異動

役名 新職名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

（監査等委員）

指名委員会委員

報酬委員会委員
指名委員会委員 市川　誠一郎 2022年７月26日
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間（2022年７

月１日から2022年９月30日まで）および当第２四半期連結累計期間（2022年４月１日から2022年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人により四半期レビューを

受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,357 4,034

受取手形、売掛金及び契約資産 52,731 53,149

商品及び製品 11,665 12,655

仕掛品 8,360 8,958

原材料及び貯蔵品 6,021 6,346

その他 6,569 8,161

貸倒引当金 △12 △32

流動資産合計 88,693 93,273

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 9,272 9,591

機械装置及び運搬具（純額） 7,237 7,397

土地 22,382 22,382

その他（純額） 2,536 2,623

有形固定資産合計 41,428 41,995

無形固定資産 1,340 1,347

投資その他の資産   

投資有価証券 7,790 15,079

繰延税金資産 740 702

退職給付に係る資産 6,193 955

その他 2,032 2,169

貸倒引当金 △863 △994

投資その他の資産合計 15,893 17,913

固定資産合計 58,662 61,255

資産合計 147,356 154,529

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 26,674 25,824

１年内償還予定の社債 60 60

短期借入金 26,189 30,165

未払金 10,187 9,133

未払法人税等 1,929 1,846

工事損失引当金 68 67

事業構造改善引当金 232 199

製品改修費用引当金 190 100

その他 4,807 6,045

流動負債合計 70,339 73,442

固定負債   

社債 90 60

長期借入金 12,011 14,392

繰延税金負債 59 51

再評価に係る繰延税金負債 4,155 4,155

退職給付に係る負債 791 860

その他 976 871

固定負債合計 18,084 20,392

負債合計 88,424 93,834
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(2022年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 24,221 24,221

資本剰余金 5,704 5,887

利益剰余金 18,321 20,544

自己株式 △900 △865

株主資本合計 47,347 49,787

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 735 245

土地再評価差額金 6,850 6,850

為替換算調整勘定 2,226 3,984

退職給付に係る調整累計額 1,114 △947

その他の包括利益累計額合計 10,926 10,133

非支配株主持分 658 773

純資産合計 58,932 60,694

負債純資産合計 147,356 154,529
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

売上高 94,741 102,285

売上原価 82,558 90,301

売上総利益 12,183 11,984

販売費及び一般管理費 ※１ 7,168 ※１ 7,673

営業利益 5,015 4,310

営業外収益   

受取利息 48 59

受取配当金 28 30

持分法による投資利益 234 126

その他 113 341

営業外収益合計 424 557

営業外費用   

支払利息 178 232

為替差損 14 93

その他 141 180

営業外費用合計 333 506

経常利益 5,106 4,361

特別利益   

退職給付信託返還益 － 2,644

投資有価証券売却益 － 158

固定資産売却益 － 12

特別利益合計 － 2,816

特別損失   

和解金 － ※２ 485

事業構造改善費用 ※３ 420 ※３ 101

投資有価証券評価損 － 67

特別損失合計 420 654

税金等調整前四半期純利益 4,686 6,523

法人税等 1,388 2,652

四半期純利益 3,298 3,871

非支配株主に帰属する四半期純利益 126 156

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,171 3,714
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

四半期純利益 3,298 3,871

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 59 △489

為替換算調整勘定 420 1,050

退職給付に係る調整額 △461 △2,062

持分法適用会社に対する持分相当額 354 716

その他の包括利益合計 373 △784

四半期包括利益 3,671 3,086

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,541 2,921

非支配株主に係る四半期包括利益 129 165
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前第２四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 4,686 6,523

減価償却費 1,619 1,739

投資有価証券売却損益（△は益） － △158

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 151

工事損失引当金の増減額（△は減少） △0 △1

製品改修費用引当金の増減額（△は減少） 9 △90

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 29 69

受取利息及び受取配当金 △76 △89

支払利息 178 232

為替差損益（△は益） 34 347

事業構造改善費用 420 101

和解金 － 485

投資有価証券評価損益（△は益） － 67

退職給付信託返還益 － △2,644

固定資産売却益 － △12

持分法による投資損益（△は益） △234 △126

売上債権の増減額（△は増加） △5,050 △417

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,957 △1,914

仕入債務の増減額（△は減少） 4,121 △611

その他の流動資産の増減額（△は増加） △710 △1,007

その他の流動負債の増減額（△は減少） 388 734

その他 △574 △1,629

小計 879 1,749

利息及び配当金の受取額 157 184

利息の支払額 △180 △235

事業構造改善費用の支払額 △50 △448

和解金の支払額 － △485

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △510 △1,728

営業活動によるキャッシュ・フロー 295 △963

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △47 △68

投資有価証券の売却による収入 － 160

有形固定資産の取得による支出 △2,122 △2,528

有形固定資産の売却による収入 8 14

無形固定資産の取得による支出 △95 △140

短期貸付金の増減額（△は増加） 0 △13

その他 0 25

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,256 △2,550

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 360 2,588

長期借入れによる収入 5,100 6,100

長期借入金の返済による支出 △3,312 △3,298

社債の償還による支出 △30 △30

自己株式の取得による支出 △0 △0

非支配株主からの払込みによる収入 － 128

配当金の支払額 △596 △1,492

その他 △282 △176

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,237 3,819

現金及び現金同等物に係る換算差額 129 370

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △593 676

現金及び現金同等物の期首残高 4,086 3,279

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,493 ※ 3,955
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【注記事項】

(会計方針の変更)

 

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2021年６月17

日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を第１四半期連結会計期間の期首から適用

し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適

用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期連

結財務諸表に与える影響はありません。
 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。

 

(追加情報)

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積りについて）

　前連結会計年度末から重要な変更はありません。
 

（グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

　当社および一部の国内連結子会社は、第１四半期連結会計期間から、連結納税制度からグルー

プ通算制度へ移行しております。これに伴い、法人税および地方法人税ならびに税効果会計の会

計処理および開示については、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する

取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日。以下、「実務対応報告第42号」という。）に

従っております。また、実務対応報告第42号第32項(１)に基づき、実務対応報告第42号の適用に

伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしております。
 

(四半期連結貸借対照表関係)

受取手形割引高および受取手形裏書譲渡高
 

 
前連結会計年度
（2022年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（2022年９月30日）

受取手形割引高 1,630百万円 1,583百万円

受取手形裏書譲渡高 342百万円 －百万円
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は、次のとおりであります。

 

前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日

　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

従業員給料及び手当 2,969百万円 3,002百万円

 

※２　和解金

当社の連結子会社である昭和電線ケーブルシステム㈱が過去の取引について顧客との間で締結

された和解契約に基づき支払った和解金となります。

 

※３　事業構造改善費用

　　事業構造改善費用は、当社グループの前中期経営計画「Change SWCC2022」ローリングプラン

（2019）および現行中期経営計画「Change & Growth SWCC 2026」に掲げる、当社グループの

収益性改善を目的とした複数年に亘るグループ横断的な「生産拠点再編と強靭化」プロジェク

トに関連する費用のうち当期に発生したものであり、主に通信・産業用デバイス事業において

発生した事業資産の解体・撤去および移設等にかかる費用であります。

 

 

前第２四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日

　至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日

　至 2022年９月30日)

事業構造改善費用 420百万円 101百万円

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との

関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年９月30日)

現金及び預金勘定 3,571百万円 4,034百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △78 △78

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,493 3,955
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日

定時株主総会
普通株式 596 20  2021年３月31日  2021年６月28日 利益剰余金

 

２　株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１　配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月24日

定時株主総会
普通株式 1,492 50  2022年３月31日  2022年６月27日 利益剰余金

 

２　株主資本の金額の著しい変動

当社は2022年７月１日付で、連結子会社であるSFCC㈱の株式を追加取得いたしました。この結果、当

第２四半期連結累計期間において資本剰余金が152百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末におい

て資本剰余金が5,887百万円となりました。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)３

 
エネルギー・
インフラ事業

電装・コン
ポーネンツ事

業

通信・産業用
デバイス事業

売上高        

一時点で移
転される財
 

47,913 29,536 13,943 1,700 93,094 － 93,094

一定の期間
にわたり移
転される財

1,409 － － 238 1,647 － 1,647

顧客との契
約から生じ
る収益

49,323 29,536 13,943 1,938 94,741 － 94,741

その他の収
益

－ － － － － － －

外部顧客へ
の売上高
 

49,323 29,536 13,943 1,938 94,741 － 94,741

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

158 1,099 536 3,143 4,938 △4,938 －

計 49,482 30,636 14,479 5,081 99,680 △4,938 94,741

セグメント利
益又は損失
（△）

3,036 1,380 885 101 5,402 △387 5,015

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規事業（ネットワークソ

リューション等）、物流事業等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△387百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△440百万円が含ま

れております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発に関わる費用であります。

３　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

 

      （単位：百万円）

 報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期連結損
益計算書計上

額
(注)３

 
エネルギー・
インフラ事業

電装・コン
ポーネンツ事

業

通信・産業用
デバイス事業

売上高        

一時点で移
転される財
 

53,068 29,879 16,380 2,157 101,486 － 101,486

一定の期間
にわたり移
転される財

791 － － 7 799 － 799

顧客との契
約から生じ
る収益

53,860 29,879 16,380 2,165 102,285 － 102,285

その他の収
益

－ － － － － － －

外部顧客へ
の売上高
 

53,860 29,879 16,380 2,165 102,285 － 102,285

セグメント
間の内部売
上高又は振
替高

266 9,931 309 2,968 13,476 △13,476 －

計 54,126 39,810 16,690 5,134 115,762 △13,476 102,285

セグメント利
益又は損失
（△）

3,241 1,054 463 △54 4,705 △394 4,310

（注）１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、新規事業（ネットワークソ

リューション等）、物流事業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△394百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△398百万

円が含まれております。なお、全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない研究開発に関わる費用であり

ます。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(企業結合等関係)

 

子会社株式の追加取得

 2022年７月１日付で、当社は当社の連結子会社であるSFCC㈱（以下「SFCC」）が行った第三者割当増資

を引き受けております。
 

（１）取引の概要

　① 結合当事企業の名称および当該事業の内容

　　結合当事企業の名称 ：SFCC㈱

　　事業の内容 　　　　：建設・電販市場向け各種電線・ケーブルおよびその付属品、

　　　　　　　　　　　　 関連資材類の製造（アルミ導体製品をのぞく）・販売

 

　② 企業結合日

　　2022年７月１日
 

　③ 企業結合の法的形式

　　結合当事企業が実施する第三者割当増資の引受
 

　④ 結合後企業の名称

　　変更ありません。
 

　⑤ その他の取引の概要に関する事項

　　2022年７月１日付で、当社の100％子会社である昭和電線ケーブルシステム㈱および古河電気工業㈱

（以下「古河電工」）の100％子会社である古河電工産業電線㈱の２社が取り扱う建設・電販市場向け

汎用電線に関する製造事業の内、SFCCが現在「SWCC・FURUKAWA」ブランドで販売している製品（具体的

にはIV、CV(6.6kV以下)、CVV、VVF、VVRとこれらの環境配慮型電線が含まれます。）に関する製造事業を

SFCCに譲渡し、製造事業統合を行っております。

　　製造事業統合と合わせて、2022年７月１日付で、SFCCは第三者割当増資を行い、これを当社および古河

電工がそれぞれ引き受けております。その結果、両社の出資比率は増資引受前の、当社60％ 古河電工

40％から当社80％ 古河電工20％に変更されております。

 

 

（２）実施した会計処理の概要

　　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）および「企業結合会計基準

及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）に基づ

き、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として会計処理を行っております。

 

（３）子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項

　　取得原価および対価の種類ごとの内訳

　　取得の対価 現金 1,002百万円

　　取得原価　　　　1,002百万円
 

（４）子会社株式の追加取得に係る当社の持分変動に関する事項

　① 資本剰余金の主な変動要因

　　子会社株式の追加取得

　② 子会社株式の追加取得によって増加した資本剰余金の金額

　　152百万円
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(収益認識関係)

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のと

おりであります。
 

(１株当たり情報)

　１株当たり四半期純利益金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日
至　2022年９月30日）

1株当たり四半期純利益金額 106円30銭 124円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額
（百万円）

3,171 3,714

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純
利益金額（百万円）

3,171 3,714

普通株式の期中平均株式数（千株） 29,839 29,867

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在していないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年11月８日

昭和電線ホールディングス株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

東　京　事　務　所
 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 井　　上　　秀　　之

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 椙　　尾　　拓　　郎

 

監査人の結論
　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている
昭和電線ホールディングス株式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の第２四
半期連結会計期間（2022年７月１日から2022年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2022年４
月１日から2022年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半
期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記につい
て四半期レビューを行った。
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和電線ホールディングス株式会
社及び連結子会社の2022年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期
間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な
点において認められなかった。
 

監査人の結論の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期
レビューを行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半
期レビューにおける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す
る規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任
を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結
財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視するこ
とにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立
の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レ
ビューの過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他
の四半期レビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要
な不確実性が認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表におい
て、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に
表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関
する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が適切でな
い場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連
結財務諸表の作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連す
る注記事項を含めた四半期連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎と
なる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。
・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠
を入手する。監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して
責任がある。監査人は、単独で監査人の結論に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー
上の重要な発見事項について報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守し
たこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
 

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべ
き利害関係はない。
 

以　上
 
(注) １　上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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